




































































































































































































































































SEA Weee Noise Info． Ship－waste
Austria × X





Finland × × ?
France × × ?
Greece × × × ×
Hungary × ×
Ireland X

























































































































































































































































施　行　日 一 平成15年1月1日 平成14年4月1日
分　　　類 現状では計画・プログ 計画アセスメント 計画アセスメント
ラムを対象とするガイ （事業アセスと一体一 （事業アセスとは別の
ドラインレベル。 連の制度） 多段階型アセス）
制度の適用 環境影響評価法のスコー 事業計画段階 事業計画段階
時期 ピング手続を活用







































































































































































































予測・評価 ○わが国では，現状で 廃棄物 物質循環：【天然資源
項目（5） は本格的なSEAの
ﾀ施事例はまだまだ
の消費，廃棄物等の排
o量等】
少ないため，当面は 温室効果ガス 地球環境：【温室効果
まずできるところか ガス等】
ら取り組み，具体的 化学物質：【ダイオキ
事例を積み重ねるこ シン類等（大気，水，y壌等の環境要素ごととが必要。 の選定のほかに，化学
○地域の環境保全に責 　 物質の排出・移動量を
任をもつとともに，
e種の計画等の策定
大気，水，土壌の環境
}体横断的に予測・評
ｿする場合に選定でき
主体となることが多 る。）】
い地方公共団体が先 ○計画案の策定に当たっ 〈社会経済要素〉
導的にSEAに取り
gむことが期待され
驕B評価のためのガ
ては，環境影響評価
?ﾚ以外の各種省資
ｹ対策，地域社会の
事業に係る費用（事業
ﾉ係る費用，期間等）：
y概算事業費，事業期
ﾔ，維持管理の難易，
イドラインの整備 安全性などについて 事業採算性など】
○具体的事例を積み重 も十分な検討を行う 事業の効果（事業実施
ねていくために，各 ものとする（東京都 による経済的な影響）：
主体の参考となるガ
Cドラインを提示し，
環境影響評価条例技
p指針改定案より）。
【事業整備効果，経済
g及効果，雇用創出効
ﾊなど】
SEAの実施を促す
ことが求められる。 社会的な影響（事業実{による社会的な影
響）：【地域分断，住民
の移転，地域社会への
影響，地域交通など】
（5）埼玉県戦略的環境アセスメントの予測・評価手法についての基本的な考え方を以下に示す。
　①計画等の複数案について環境面からの比較考量等を原則として，環境アセスメントを実施。
　②また，その際には，関連する社会経済面の影響の推計と連携させる。
　③累積的影響・複合的影響を検討しうることが埼玉県戦略的環境アセスメントに期待される
　　機能の一つであるため，そのような観点からの予測・評価を可能とする手法を採り入れる。
　④埼玉県戦略的環境アセスメントにおける環境の範囲は，埼玉県環境基本条例の理念に基づ
　　　き，また，埼玉県環境基本計画において取り扱っている範囲なども踏まえるなかで，現行の
　　環境影響評価制度における調査，予測及び評価の項目より幅広い領域（安全，防災を含む）
　　を扱う。
　⑤個別の案件ごとに適切な予測・評価の項目及び手法を設定する。その際には，計画等の種
　　類や内容，対象地域に応じた，効果的・効率的な手法が採用される必要がある。
　⑥予測・評価の手法をより適切なものへと発展させることを目指し，予測・評価手法の具体例
　　や手法の選定の考え方をまとめたガイドラインを整備し，定期的に更新する。また，埼玉県
　　戦略的環境アセスメントの実施に役立つ環境等の情報の整備を行う。
　　（「埼玉県戦略的環境アセスメント基本構想に基づく予測・評価手法についての基本的な考え
　　方」より）
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セスメントの実施に役立つ環境情報の整備も行うこととしている（’％
　条例段階のものとしては，2002年の改正東京都環境影響評価条例による計
画段階と実施段階におけるアセスメントを一体一連として，個別計画，広域複
合開発計画についてより早期の段階で環境への影響につき，あらかじめ調査・
予測・評価を行い，その結果を公表して広く意見を求めることで，事業者が環
境に配慮したよりよい計画をつくるための仕組みを目指した計画段階アセスメ
ント制度があげられる（12）。
　東京都の制度は，2003年1月1日から施行されているが，具体的な計画段
階のアセスの案件は，2004年10月から「豊洲新市場建設計画」や「国分寺都
市計画道路3・3・8号府中所沢線計画」を手始めとして，緒に就いたばかりの
状況にある（13）。前者は施設の配置計画を主体として複数案（3案）を提案し，
後者は特例環境配慮書による都市計画道路の複数案を提示するものである。参
考までに環境省のSEAの研究会報告書にみるSEAの考え方の整理も含めて，
それらの取り組みについて表4にとりまとめたので参照されたい（’4）。
②　公衆参加の役割と課題
　SEAも事業アセスと同様に，自己評価（セルフ・コントロール）のプロセ
スであるといえる。その質の善し悪しは，言うまでもなく，政策や計画の提案
機関の責任である。しかし，公衆の監視と関与もチェックアンドバランス機構
としては，重要な役割を果たしている。この点に関して，SEAの質をチェッ
クし，高めるために，オランダのように独立の審査主体である第三者機関を置
く国や米国のように法律で特定の機関にアセスメントの質をチェックする権限
を付与する国もある。いずれにしても，SEAの導入可能性やその有効性を確
保するには，その国のおかれる政治的環境にある程度制約されることになる。
　その中で，とりわけ重要な要因として，①政治的意思決定過程の特質，②政
治的説明責任のレベル，③市民活動やNPO，　NGOの影響力が指摘される。①
に関連して，わが国では，北海道のように，公共事業における時のアセスメン
トの導入や国の審議会の中間答申や省庁の施策の決定に関連して，国民からの
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意見を聴取する規制の設定又は改廃に係る意見照会手続（いわゆる「パブリッ
クコメント制度」平成11年3月23日閣議決定）の導入を図っている。②では，
情報公開法（平成10年5月7日可決成立）や行政手続法（平成5年11月12
日公布）の制定によって，意思決定段階での一定の情報公開と手続の透明化を
図っている。③では，特定非営利活動促進法（NPO法：平成10年3月25日
公布）の制定により，公益非営利団体に公益法人としての法人格が従前に比べ
簡易な手続きで付与されることになり，環境保全活動など，価値中立的な不特
定かつ多数のものの利益を実現するための活動が認められた。しかし，NPO
の影響力は，彼らの活動によって，どれだけ人的を含む各種の資源を活用でき
るか，どれだけ正鵠を得た批判的な分析ができるか，どれだけ政治的圧力を生
めるかによって大きく変わるのである。今のところ，環境保全活動を柱とする
NPOは創生期にあると言えるが，今後は，市民に開かれた存在として自らの
活動を積極的に情報公開することで，その社会的存在意義を明らかにしつつ，
その信用度の高い活動による健全な発展が期待されている。
　このように，わが国の状況は近年，急速に制度的な整備が進み，変化を遂げ
ている。また，わが国のSEAの法的な素地は，環境基本法19条に規定され
ている。現在，環境庁ではアセス法の付帯決議を受ける形で，SEAの制度化
に向けて検討委員会を組織して調査を継続している。地方公共団体の取り組み
については，先に見たとおりである。
3，0DAにおけるSEAの取り組み
（1）社会環境配慮ガイドライン
　開発援助と環境との関係をみると，先進国が開発援助（ODA）を実施する
場合，開発途上国に環境破壊を発生させないよう，いかに環境配慮を行うかと
いう側面があるが，国際援助機関等の政策支援プログラムのなかでの対応をみ
ると，政策・計画・プログラム段階でアセスメントを実施する仕組みをとるな
ど，柔軟な計画段階で環境配慮を組み込む仕組みがある。このSEAは，世銀
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の国別援助戦略の策定や案件のアプレイザル段階で適用されている㈹。先に
も述べたが，世銀，ADB，　EBRDといった多国間援助機関は，環境ガイドラ
インを整備し，社会環境に係る非自発的住民移転や先住民族に係るポリシー
（世銀OP　4．12及びOD　4．20）を定め，　OECD（ECA及びDAC）の環境ガイド
ラインにおいても住民移転のガイドラインが整備され，社会環境への配慮に重
点が置かれるようになってきた（16）。以下にわが国の取り組みについてみてみ
よう。
　JBICの環境社会配慮ガイドラインは，国際金融等業務および海外経済協力
業務に共通に適用され，環境社会配慮確認を通じて持続可能な開発への努力に
貢献しつつ，地球環境保全等に貢献するプロジェクトを積極的に支援するとい
うものである（17）。環境社会配慮確認の対象は，汚染対策，自然環境，社会環
境（非自発的移転，先住民等への人権の尊重を含む）であるが，確認に当たっ
ては，現地基準の遵守のみならず，国際的な基準やグッド・ブラックティス
（より良き経験）を参照して実施される。その場合，現地基準と国際的基準に
大きな乖離がある場合には，相手国やプロジェクト実施主体者等との対話を通
して，背景等を確認するとされている。
　一方，JICAのガイドラインは，　JICAが行う環境社会配慮の責務と手続き，
相手国政府に求める要件を示し，相手国政府に対し，適切な環境社会配慮の実
施を促し，JICAが行う環境社会配慮支援・確認の適切な実施の確保を目的と
するものである。この環境社会配慮とは，大気，水，土壌への影響，生態系及
び生物相等の自然への影響，非自発的住民移転，先住民族等の人権の尊重その
他の社会への影響を意味し，これらに配慮することとされている（t8）。
　JBICの環境社会配慮確認の基本方針は，①相手国の主権を尊重しつつ，相
手国，借入人等との対話を重視すること，②透明性とアカウンタビリティーを
確保したプロセスにおける地域住民，現地NGOを含むステークホルダーの参
加の重要性を認識すること，等にある。ガイドラインの目的・位置づけについ
て，ガイドラインは，①環境社会配慮確認の手続き，②判断基準，③融資対象
プロジェクトに求められる環境社会配慮という要件を示すものである。事前に
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ガイドラインを明らかにすることによって，借入人等のプロジェクト実施主体
に適切な環境社会配慮を実施するように誘導することができ，ガイドラインの
内容を意思決定に反映できることである。すなわち，適切な環境社会配慮がな
されない場合には，適切な配慮がなされるよう働きかけを行い，それが確保さ
れない場合には，融資を行わないという意思決定を行うというものである。
　JICAの基本方針では，①幅広い影響を配慮対象とすること，②早期の段階
から環境社会配慮を実施すること，③協力事業完了以降にフォローアップを行
うこと，④協力事業の実施において説明責任を果たすこと，⑤ステークホルダー
の参加を求めること，⑥情報公開を行うこと，⑦JICAの実施体制を強化する
こと，という7つを重要事項として定めている。
　スクリーニングの手続きは，できる限り早期に行うとされ，カテゴリー分類
に対応した環境社会配慮を確保するものであるが，環境レビューを必須とする
重要なものは，カテゴリA案件である（19）。
　情報公開については，融資契約締結前におけるスクリーニング情報，融資契
約締結後における環境レビュー結果，環境アセスメント報告書等に対してウェ
ブサイトを通して情報公開を確保するというものである。
　ガイドラインの適切な実施・遵守の確保のため，JBIC及びJICAは異議申
立て制度を導入している⑳。この制度は，アカウンタビリティーの確保のた
め，開かれた透明性の高いプロセスとして，疑義に対する真摯な対応，プロジェ
クトの無用な遅延の回避等，種々の観点から検討されるとともに，主権侵害や
濫用防止等にも配慮するというものといえる。
②　環境社会配慮ガイドラインの運用と課題
　JBICおよびJICAの環境社会配慮ガイドラインは，いずれも計画段階で，
できるだけ早期から，調査・検討を行い，結果をプロジェクト計画に反映しな
ければならないとする。また，環境関連費用・便益をできるだけ定量的に評価
し，事業の他の要素（経済，財務，制度，社会，技術）との密接な調和を図る
とされている。この点はSEAに取り組むシステムの要素の一部導入したもの
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と評価できる⑳。
　環境社会配慮ガイドラインは，運用が始まったばかりであり，その運用の課
題が明確になっているわけでは必ずしもないが，これまでのアセスメントの運
用上の課題から以下の留意点を指摘しておきたい。
　①まず，カテゴリ分類に関連して，①影響を及ぼしやすいセクター（たとえ
ば，鉱業開発，工業開発などの大規模なもの），②影響を及ぼしやすい特性
（たとえば，大規模非自発的住民移転），③影響を受けやすい地域（たとえば，
国立公園等の保護対象地域）を例示することによって，カテゴリA案件の選
定を行うのが一般的であるが，その場合の規模要件，事業特性や地域特性に一
義的な定義があるわけではない。規模要件を定めるのはわが国のアセスメント
の特徴であり，アジア地域の国も影響を受けているが，諸外国は必ずしも定め
ているわけではないことに注意を払う必要がある。
　②つぎに，スコーピングの際には，先にも触れたが，当該国の技術能力の問
題があり，社会環境のウェイトは相対的に低いという面と自然環境に関する基
礎データの欠如という面を見逃してはならない。また，ステークホルダーの範
囲をどこまで捉えるのかという問題とその協議の実質をいかに確保するかとい
う課題がある。
　アセスメントの内容では，複数の代替案の検討がどのようになされているか
は，アセスメントの根幹に関わる問題である。一般的には，回避，最小化，代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　償というプロセスをとるが，往々にして基準適合型のいわゆるアワスメントは
少なくない。
　③SEAの考え方からは，ガイドラインで定められた「合理的と考えられる
範囲で派生的・二次的な影響，累積的な影響」を検討の対象とするが，これま
では，当該事業がどこまで含むのか特定できないことや事業アセスのみしかな
されてこなかったことから，計画のフレームに対する複合的・累積的影響につ
いて，ガイドラインや参考図書を作成し，支援する必要性がある。
　④環境社会配慮では，合意形成のツールとしてのアセスメントの要素に重き
が置かれるが，社会的合意を確認する方法としてあげられているステークホル
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ダーとの協議の運用について，協議記録の作成が重要である。
　以上，ODAと環境アセスメントについて，最近のわが国の援助機関の取り
組みを中心にみてきたが，環境影響評価法に基づく事業アセスメントと国際協
力に伴うアセスメントとの違いに注意する必要があると思われる。とくに，社
会環境配慮という視点は，環境影響評価法にはみられないのみならず，わが国
のアセスメントでは経験のきわめて少ない視点であるといえる。これらの点は，
今後のJBIC及びJICAの審査経験の蓄積を基礎としてグッド・ブラックティ
スを積み重ね，蓄積していくことでわが国のアセスメントー般にも新しい地平
を示唆するものとなることを願ってやまない。
4．SEAシステム導入によって期待されるもの
　わが国の持続可能な社会形成のためのSEAに対する最近の取組み状況を図
2に示すが，その役割と期待としては，以下の3点があげられる。まず，役割
としては，①経済成長と環境保全との調和を図り，社会を持続的発展の方向へ
と導くこと，つぎに，②公衆を意思決定の際に組み込むことで責任分担を可能
とすること，さらに，③SEAと事業アセスとの相互の補完及び連動を図り，
現状の様々な環境関連問題群を解決することがあげられよう。
　また，SEAに期待されていることとして，①包括的評価法の有効性，②累
積的・複合的影響の評価，③事業の実施段階での環境アセスメント等との重複
の回避があげられる。①は，SEAの方法論を特定するのは容易ではないが，
代替案の評価も考慮され多様な状況への適用が可能である。いずれの計画の中
にも多様なサブプランが含まれているたto，環境及び土地利用計画の戦略的統
合において，有効性は増すと考えられる。②としては，小規模事業による環境
への負荷は重大な影響となることや，また同一地域で集中的に実施された複数
の事業による環境への影響についての予測・評価が可能となる。③として，
SEAを行った後に事業の実施段階での環境アセスメントを行う際には，評価
の重複を避けるため，SEAの結果を適切に活用することが重要である。
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環境省資料より作成
・米国．国家環境政策法（1969年）
・カナダ：閣議決定（1990年，1999年，2004年）
・オランダ：環境管理法（1987年，1999年），Eテスト（1995年，2002年）
・EU：SEA指令
　加盟国に2004年7月21日までに指令に適合する必要な法律等を発効させるこ
　とを義務づけ英国（計画・プログラムに関する環境影響評価制度），デンマー
　ク等16力国が対応済（2005年7月時点）
・UNECE：SEA議定書
　2003年5月採択。署名国37力国に対し，批准国はフィンランド，チェコの2
　力国（2005年9月現在）
・わが国における導入に向けての基本的考え方や留意点をまとめた報告書の作成
（2000年8月）
・海外における優秀な戦略的環境アセスメントの参考事例の収集（2003年6月）
・廃棄物分野を事例に戦略的環境アセスメント試行ガイドラインの策定（2003年
ll月）
・新むつ小川原開発基本計画に係る環境影響評価についての指針（2005年3月）
・埼玉県’埼玉県戦略的環境影響評価実施要綱（2002年3月）
・東京都：計画段階環境影響評価制度の条例化（2003年1月）
・広島市：多元的環境アセスメント実施要綱（2004年4月）
・京都市：京都市計画段階環境影響評価要綱（2004年10月）
　　　　　　図2最近の戦略的環境アセスメント等をめぐる取組み状況
　具体的な手続きとしては，①複数案の比較による評価，②スコーピング，③
評価の視点，④手続の統合，⑤評価文書の分かりやすさ，⑥地方公共団体の役
割の重要性，という6点を指摘しておきたい。
　まず，①SEAでは，複数の案について比較評価を行うことが必要であるが，
検討すべき案の範囲として，とりうる選択の幅をカバーする必要がある。とり
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わけ，「戦略的な」レベルで意味のある選択肢を検討しなければならない。②
は事業の実施段階での環境アセスメント以上に重要であり，単なる手法や項目
の検討から「検討範囲の設定」及び「問題の絞込み」という性格等が強まるた
めである。また，制度設計に当たっては，SEAをどのような事項に関し，ど
のようなタイミングで，どのような手続を経て行うかは，対象とする計画等の
内容やその立案プロセス等に即して，弾力的に対応することが重要である。③
の環境保全面からの評価については，環境基本計画等で望ましい環境像や環境
保全対策の基本方向が示されていることが望ましい。また，広域的な視点から
の環境の改善効果も含めた評価やSEAでは，より広域的な視点から，環境改
善効果も含めて，複数の事業の累積的な影響を評価することが期待される。と
いっても，SEA計画等を対象とするため，環境影響の予測結果等には不確実
性が伴うが，不確実性を過大に考えるのではなく，不確実性があることを前提
に，スコーピングや複数案の比較評価などを活用し，計画等に適した評価を行
うという対応が重要である。これらは，いずれも現行のアセス法に導入された
スコーピング手続の活用により，アセス法でSEAに期待できる役割の一定部
分は実現できるといえよう。
　なお，評価のためのガイドラインを整備し，具体的な事例の積み重ねによっ
て，各主体の参考となるガイドラインを提示し，SEAの実施を促すことが求
められる。
　④は，環境面からの評価が科学的かつ客観的に行われるためには，環境面か
らの必要性に対応して関与すべき者が適切に位置づけられた手続が必要である。
このため，SEAは環境面に焦点を絞った一定の独立した手続として設けられ
る必要がある。⑤として，評価文書は，科学的な環境情報の交流ベースとして
の機能，意思決定の際に勘案すべき情報提供機能をもっており，分かりやすく
記載するよう努めることが大切である。⑥は，各種計画の策定主体としての期
待や地域環境保全に責任をもつ姿勢から，地方公共団体が先導的にSEAに取
り組むことが必要である。
　さらに，将来的には，次世代の多段階型環境アセスメントとして，意思決定
　　　　　　　　　　　　　　　　一227一
法科大学院論集　第1号
のおおもとの段階にさかのぼり，予測・評価の領域を拡大し，多段階型の環境
アセスメントの検討も一法である。また，その場合には，社会経済面への影響
評価を実施し，社会への影響や経済的効果などを予測・評価すると同時に，環
境への影響評価もあわせて検討することで，より適切な環境への配慮のあり方
は可能であると考える。
おわりに
　以上，EUのSEAを事例にその現状についてみてきた。翻って，わが国の
アセス法をみると，生物の多様性や生態系の健全性の保全，人と自然の豊かな
触れ合い，温暖化をはじめとする地球環境への負荷の低減や廃棄物の滅量といっ
た要素について，環境影響を回避・低減する観点から，環境影響評価の項目等
選定や環境保全措置といった「枠組み」を定め，事業者に実行可能な範囲で検
討・評価させることにより，持続可能な社会の構築に向けて誘導していく枠組
み規制法として制定されたものと理解される。
　冒頭にも述べたが，持続可能な社会を構築するためには，環境アセスメント
のツールを用いて，SEAと事業アセスとの相互補完，相互連動を図ることが
大切である。英国のようなAppraisalベースのSEAをとるか，米国のEIA
べ一スのSEAをとるかは別として，政策立案や計画の早期の段階における環
境アセスメントを実施する社会的，制度的な道具立てを用意し，意思形成プロ
セスに環境配慮を第一義的に内部化し，さらに，NPO等の参加を促進する条
件を整備することにより，そのプロセスの透明化や責任の共有化を一層図るこ
とが，現下の課題であると考える。
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（1）環境庁・外務省監訳『アジェンダ21』海外環境協力センター，1993年，420
　頁。
（2）SEAの定義については，　Ministry　of　Housing，　Spatial　Planning　and　the
　Environrllent　of　the　Netherlands：“Strategic　Environmental　Assessment－
　　　　　　　　　　　　　　　－228一
計画段階における環境配慮手法
　　Status，　Challenges，　and　Future　Directions”，1996邦訳として，国際影響評価
　　学会日本支部訳『戦略的環境アセスメントー政策・計画の環境アセスの現状と
　　課題一』ぎょうせい，1998年を参照されたい。
（3）環境アセスメント研究会『わかりやすい戦略的環境アセスメント』中央法規，
　　2000年，2頁。
（4）Webb，　J．　W　and　Sigal，　LL（1992），　Strategic　Environmental　Assessment　in
　　the　United　States，　Project　Appraisal，　Vol．V皿，　No．3．
（5）World　Bank　Group（1998）：Pollution　Prevention　and　Abatement　Hand－
　　book，1998，　PP．25－29．
　　　なお，わが国の戦略については，社）海外環境協力センター，国際環境協力戦
　　略検討会，国際環境戦略検討会報告書一21世紀におけるより戦略的・効果的・
　　包括的な国際環境協力のために一，2004年10月。環境省中央環境審議会地球
　　環境部会，国際環境協力専門委員会報告書「今後の国際環境協力の在り方につい
　　て」2005がある。なお，柳憲一郎『環境アセスメント法』清文社，2000年，153－
　　183頁，最近の動向としては，作本直行「わが国の環境ODAと社会環境評価
　　（SIA）」環境情報科学33巻2号，2004年，2－10頁，中寺良栄「プロジェクトの
　　環境社会配慮の充実にむけた世界銀行とアジア開発銀行の取り組み」同号，16－
　　22頁，松村隆「世界銀行における戦略的環境アセスメントの取り組み」同号，41－
　　47頁を参照されたい。
（6）　環境省，海外における戦略的環境アセスメントの技術手法と事例，2001年，
　　49－78頁
（7）William　Sheate：Environmental　lmpact　Assessment：Law＆Policy　Mak－
　　ing　An　Impact　ll，Cameron　May，1996，　pp．169－176．なお，本稿は，　Sheateの
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　　（1991），public　Participation：Key　to　Effective　Environmental　Assessnent，
　　Environmental　Policy　and　Law，　Vol．21．　Sheate（1992），　Strategic　Environ－
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（9）　αRiordan　and　Sewell（1981），　Project　Appraisal　and　Policy　Review．　Lon－
　　don，　Wiley．
（10）2002年10月15日（火）から1ヶ月間，地下鉄7号線延伸計画（浦和美園～
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（11）埼玉県戦略的環境影響評価実施要綱（平成14年3月27日知事決済）第10条
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　　（計画書に対する意見書の提出等）。「埼玉県戦略的環境アセスメント基本構想に
　　基づく予測・評価手法についての基本的な考え方」を参考。
（12）　2002年7月3日に東京都が環境影響評価条例を改正し，計画段階アセスメン
　　ト制度を導入した。これは計画段階と実施段階とを一体一連とする制度である。
　　ただし，都民と事業者に限る（都民の意見を聞く会，事業者の意見を聞く会）。
　　他方，埼玉県SEAでは「環境の保全と創造の見地からの意見を有する者」とし
　　ている。
（13）　東京都の制度は実施事例がまだ2例しかないので，課題を指摘するには時期尚
　　早の感あるが，①計画アセスと事業アセスとの役割分担の明確i化の要否，②評価
　　軸との対応の取り方，③計画アセスにかかわる技術指針の改善といった制度全般
　　にかかわるものを検討する必要があるように思われる。
（14）環境省では，これまで，学識者等からなる戦略的環境アセスメント総合研究会
　　を開催し，国内外の戦略的環境アセスメントの制度や事例等を調査し，それらを
　　踏まえて，わが国での戦略的環境アセスメントの導入に当たっての基本的な考え
　　方や今後の方向についての提言などを内容とする報告書をとりまとめている（平
　　成12年8月）。また，戦略的環境アセスメントの具体的な取組を促進するため，
　　個別分野として廃棄物分野における戦略的環境アセスメントのあり方や廃棄物処
　　理に係る計画類型ごとの導入可能性に関する検討を行い，平成13年9月に「廃
　　棄物分野における戦略的環境アセスメントの考え方」をとりまとめ，さらに平成
　　14年度からは，廃棄物処理計画の策定を想定して具体的な進め方や考え方の検
　　討を進め，市町村の一般廃棄物処理計画を対象にケーススタディを実施し，その
　　結果を取りまとあている。なお，2005年6月現在，諸外国でSEAを導入してい
　　る国は，EU（一部導入を含む12ヶ国）の他，オーストラリア，カナダ，ニュー
　　ジーランド，アメリカ，ロシア，南アフリカ，チリ，韓国，中国，香港，インド
　　ネシア，タイなどがある。
（15）　柳i”　“郎「環境アセスメント法』清文社，200年，153－183頁。
（16）　同書185－247頁，なお，最近の動向として，作本直行「わが国の環境ODAと
　　社会環境評価（SIA）」環境情報科学33巻2号，2004年，2－10頁，中寺良栄
　　「プロジェクトの環境社会配慮の充実にむけた世界銀行とアジア開発銀行の取り
　　組み」同号，16－22頁，松村隆「世界銀行における戦略的環境アセスメントの取
　　り組み」同号，41－47頁。
（17）　国際協力銀行「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」平成
　　14年4月
（18）　（独）国際協力機構「JICA環境社会配慮ガイドライン」2004年4月。
（19）　カテゴリーは，A，　B，　C，　F　1の4つに分類される。カテゴリA：重大で望ま
　　しくない影響のあるプロジェクトで必ずアセスメント報告書を要求するもの，カ
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　　テゴリB：影響がカテゴリAほど大きくないプロジェクトでアセスメント報告
　　書は必須ではない，カテゴリC：影響が最小限かあるいは全くないと考えられる
　　プロジェクトで環境レビューは省略される（①支援額が10百万SDR相当円以
　　下，②人材開発，国際収支支援，権益取得等，③機器等単体輸出，関与が小さ
　　いもの），カテゴリFI：予めプロジェクトが特定されないもので，金融仲介者等
　　を通じて実質的にガイドラインで示めされた適切な環境社会配慮を確保するもの。
　　このうち，カテゴリAの例示として，特定セクターで大規模なもの，大規模非
　　自発的住民移転，大規模地下水揚水，大規模な森林伐採等の特性をもつもの，保
　　護対象地域，原生林，少数民族居住地等に立地するものがあげられる。
（20）異議申し立て制度は，世銀の1993年のインスペクションパネルの設立に始ま
　　るが，世銀では2004年3月まで26件の異議申し立てがある。ADBは，2003年
　　12月からアカウンタビリティ・メカニズムを導入している。この点についてはt
　　注（5）の中寺論文21頁参照。JICAは，異議申し立て審査役をおいている。
（21）　この点を指摘するものとして，松本郁子「国際協力銀行（JBIC）の新環境ガ
　　イドラインと戦略的環境アセスメント」環境情報科学33巻2号，2004年，23－
　　28頁。
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